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 今年 11 月の中国共産党第 19 回党大会習近平中国共産党総書記の報告がなされ、その中

で習近平総書記の安全保障観と安全保障戦略が示された。 
同時に通過した新たな『中国共産党党規約』では、その冒頭で、中国共産党は、中国人

労働者、人民の「先鋒隊」であるだけではなく、中華民族の「先鋒隊」であると規定され

ている。 
また、中国共産党の最高の理想と最終の目標は「共産主義の実現」にあると断言してい

る。そのことは、すべてを「民主集中制」のもと共産党の「領導(指導)」の下に置く共産

党独裁政治を貫徹するとの決意を内外に改めて表明したものと言えよう。 
今回の党大会では、50 代若手の政治局常務委員が選出されないなど、習近平総書記への

権限強化が図られている。安全保障、軍事面ではどうであろうか?また、報告された習近平

の安全保障観、安全保障戦略の内容はどのようなものであろうか?  
  

1 党大会報告にみられる習近平総書記の安全保障観と安全保障戦略 

 今年 10 月に開かれた中国共産党第 19 回全国代表大会での習近平総書記の報告では、本

党大会の主題が「初心を忘れず、使命を深く胸に刻み、中国の特色ある社会主義の大旗を

高く掲げ、小康社会を全面的に建設し、新時代の中国の特色ある社会主義の偉大な勝利を

勝ち取り、中華民族の偉大な復興という中国の夢の実現のために怠りなく奮闘すること」

にあると、その冒頭で宣言している。 
 そのための基本戦略として、以下の 14 項目が挙げられている。①すべてに対する党の

指導の堅持、②人民を中心に服務することの堅持、③改革の全面的深化の堅持、④新たな

発展理念の堅持、⑤党の指導下での人民統治制度の堅持、⑥法に基づく国家統治の堅持、

⑦社会主義の価値体系の堅持、⑧発展の中での民生の保証と改善の堅持、⑨人と自然の調

和と共生の堅持、⑩総体的な国家安全保障観の堅持、⑪党の人民軍隊に対する絶対的指導

の堅持、⑫”一国両制”と祖国統一推進の堅持、⑬人類運命共同体の建設推進の堅持、⑭

全面的に厳格に党を管理することの堅持。 

 この中で安全保障上注目されるのは、⑩以降である。⑩では、「全般的には発展と安全

を図りつつも有事を忘れず、国益を擁護することを堅持し、人民の安全を第一義(「宗

旨」)に、政治は安全保障を根本とし、外部と内部の安全、国土と国民の安全、伝統的安全

と非伝統的安全、自身の安全と共同の安全について全般的に計画し、国家安全保障制度体

系を完璧にし、国家の安全保障能力建設を強化し、国家の主権、安全、利益の発展を固く



保持する」としている。 
 ここには、国家の主権や安全など、至上の利益を守り抜くため、国内外の各種脅威にバ

ランスよく隙なく備えるとの総合的な安全保障観が示されている。治にいて乱を忘れず、

平時から戦争に備えるとともに、テロなどの国内の治安上の脅威、サイバー、宇宙などの

非伝統的脅威にも備えるべきことが示唆されている。 
 ⑪では、指揮系統を一元化し、戦って勝てる、優秀な人民軍を建設することが、第 18
回党大会で提起された”二つの二百年”という奮闘目標を実現し、中華民族の偉大な復興と

いう戦略実現の重要な基盤を実現することであると、軍建設の決定的な重要性を強調して

いる。 
ただし、その際に党の指導に徹底して従うべきこととされている。軍はあくまでも党の

軍隊であり、国家の軍隊ではなく、人民の安全を第一義と言いつつも、天安門事件でも示

されたように、それが守られる保証はない。 
 ⑫では、香港や厦門の長期的な繁栄と安定を保持し祖国の完全統一を実現することが、

中華民族の偉大な復興を実現する上での必然的要求であるとしている。さらに、中国が

「両岸関係」の政治的基礎と位置付け「一つの中国」を体現しているとする「92 共識」を

堅持し、両岸関係の平和的発展を促進するとともに、両岸の経済文化交流を拡大し、両岸

の同胞が共同で一切の国家分裂的活動に反対するよう促し、共に中華民族の偉大な復興の

実現に奮闘しなければならないと述べている。 
 台湾はもとより尖閣諸島についても、中国は固有の領土と主張しており、「祖国の完全

統一」には、台湾と尖閣諸島の併合が含まれている。⑩と⑪を考え合わせるならば、いず

れ武力を用いてでも、台湾と尖閣諸島は占領し併合しなければならない、またそのため、

人民軍は党の命令があればいつでも占領任務を果たせるよう、平時から備えておかねばな

らないことになる。 
日本としては、中国がこのような安全保障観を持っている点に留意し、日本の固有の領

土である尖閣諸島に対する中国の侵略がいつかは起こり、力によるあるいは力を背景とし

た台湾の併合もいずれ行われることを予期し、今から備えておかねばならない。 
また、このような事態に対し米国が軍事介入も含めた対応行動をとる可能性も高く、台

湾、尖閣諸島をめぐり、米中対決が生ずるおそれもある。半面、中国が米国の介入がない

と判断すれば、このような侵略が生起するおそれは高まる。 
 ⑬では、人類の運命共同体の構築推進を堅持するとの基本戦略がうたわれている。中国

の夢の実現は、平和的な国際環境と安定した国際秩序に反するものではなく、「世界平和

の建設者、全地球的な発展の貢献者、国際秩序の維持者となる」と表明している。 
 中国のこのような国際協調的な姿勢は、南シナ海などでの行動に照らせば、欺瞞的なも

のと言わざるをえない。WTO など自国に好都合な国際取り決めには参加して受益しなが

ら、他方では露骨に力で既成事実を創りそれを国際社会に押し付けるという手法をとる国

家や体制は、人類運命共同体を語るに値しない。 



アメリカ・ファーストを掲げ、TPP 離脱など内向き姿勢を強める米トランプ政権を意識

し、そのすきに乗じて国際社会での影響力を拡大しようとするプロパガンダと言えよう。

同様の狙いは、エコロジーへの配慮を強調した⑨にもうかがわれる。 
 ⑭では、党と党員の厳格な綱紀粛正、腐敗防止、規律維持の重要性が強調されている。

この点は軍と軍人についても同様であり、軍改革でも郭伯雄、徐才厚の粛清にみられるよ

うに、軍内の腐敗撲滅が重視されている。ただし、実質的には反腐敗闘争に名を借りた権

力闘争でもあり、習近平が軍内で権力基盤を固めるため仕組まれたものと言える。党大会

での報告もその意向を反映している。 
 
2 具体的なタイムテーブルとしての「二つの百年」 

また同報告では、具体的なタイムテーブルとして、第 18 回党大会で提起された「二つ

の百年」という目標の実現が中華民族の偉大な復興戦略のキーとなることを強調してい

る。第 19 回党大会から第 20 回にいたる間は「二つの百年」が交わる時期であるとされ、

以下のように新たな百年への展望が述べられている。 
「我々は、全面的な小康社会を建設し、一つ目の百年の奮闘目標を実現しなければならな

いが、それとともに、勢いに乗じて社会主義現代化国家の全面的建設という新しい遠征の

道のりを開始し、二つ目の百年の奮闘目標に向けて進軍しなければならない」。 
さらに、国際国内情勢と中国の発展条件を総合判断すると、2020 年から今世紀半ばまで

を二段階に分けることができるとして、以下のように発展戦略を描いている。 
すなわち、2020 年から 2035 年の第一段階では、「社会主義の現代化を基本的に実現」

する。2035 年から今世紀半ばまでの第二段階では、「社会主義の現代化強国の建設」を目

指し、中国を「総合国力と国際的影響力において世界的な指導国家にする」としている。 
これに連動し軍建設については、「世界の軍事革命の発展の趨勢と国家安全保障上の要

求に適応し、建設の質的量的向上と効率化を進め、2020 年までに機械化、情報化を大幅に

進展させ戦略能力を向上させる。 
2020 年から 2035 年の間に、国家の現代化の進展過程に合わせ、軍事理論、軍隊組織形

態、軍事人員及び武器装備の現代化を全面的に推進して、2035 年には国防と軍隊の現代化

を基本的に実現し、今世紀中ごろには人民軍隊を全面的に世界一流の軍隊にするとしてい

る。 
  
3 党大会報告にみる「中国の特色ある強軍の道」 

「中国の特色ある強軍の道を進み、国防と軍隊の全面的な現代化を推進することを堅持」

して、次のような方針を安全保障政策では採ると述べている。 
「国防と軍隊建設は新たな歴史的出発点にいま立っている。国家の安全保障環境が深刻に

変化し、強国強軍という時代的要求に直面する中、新時代の党の強軍思想を貫徹し、新形

勢下での軍事戦略方針を貫徹し、強大で現代化された陸軍、海軍、空軍、ロケット軍と戦略



支援部隊を建設し、堅固で強い戦区聯合作戦指揮システムを生み出し、中国の特色ある現代的

な作戦体系を構築し、党と人民の与えた新時代の使命と任務を担わねばならない」としてい

る。 

 そのための具体策として、以下の事項が言及されている。 

「①精神的に優れた「革命軍人」を育成し、人民軍としての特性、本質を保持し、②軍官の職

業化制度、文官人員制度、兵役制度などの重大な政治制度改革を深化させ、軍事管理革命を進

め、中国の特色ある社会主義軍事制度を完璧にし発展させる。③科学技術面では、戦闘力思想

を核心とし、重大な技術革新を推進し、自主創造に努め、軍事的人材育成のシステムを強化

し、新機軸型の人民軍隊を建設する。④軍を全面的に厳格に統制し、その方式を根本的に変

え、法治の水準を高める。 

⑤各戦略正面の軍事闘争準備を堅実に行うとともに、伝統的および非伝統的な安全保障領

域での闘争準備を推進する。⑥新型の作戦戦力と作戦基盤を発展させ、実戦的軍事訓練を

行い、運用能力を高め、軍事の知能化を加速させ、インターネット情報システムによる連

合作戦能力、全域作戦能力を高め、危機を管理し、戦争を抑止し戦勝を達成する有効な態

勢を造る。 
⑦富国と強軍を統一し、統一的な共産党による指導を強化し、改革イノベーションと重

大項目の実施、国防科学技術工業改革の深化、軍民融合の深化と各方面での発展、一体化

された国家戦略の体系と能力の構築を行なう。⑧国防動員体系を完璧にし、強大かつ安定

した現代的な海空国境警備態勢を建設する。⑨退役軍人の管理保証機構を構築し、軍人軍

属の法的権利を保護し軍人を社会全体から尊崇される職業とする。⑩武装警察の部隊改革

を進め現代化された武装警察部隊を建設する。 
我々の軍隊は人民の軍隊であり、我々の国防は全人民の国防である。我々は全人民の国防教

育を強化し、軍政軍民の団結を強固にし、中国の夢、強軍の夢を実現するため強大な力を結集

しなければならない」。 

以上の施策は軍事力建設の各方面にわたる総合的なものであり、今世紀半ばには人民軍を世

界一流の軍隊にするとの長期目標達成のための個別施策を網羅していると言えよう。特に、軍

事制度改革、法治水準の向上、退役軍人の管理保証機構の創設、軍人の社会的地位の向上など

の施策が強調されているのは、今年発生した退役軍人による抗議行動など、軍改革に伴う兵員

削減、粛軍などに対する不満を和らげる狙いがあるものと思われる。 

軍事作戦面での、聯合統合作戦と全域作戦の能力向上、軍の情報化を通じた現代化、軍民融

合の重視などは、軍改革でもこれまで強調されてきた点であり、改めて確認したものであろ

う。 

 
4 許其亮報告の内容とその特色 

党大会の政治報告である以上、当然と言えるかもしれないが、軍事に関する報告で重点が置

かれているのは、作戦運用面よりも軍政関連の事項である。中国共産党中央政治局委員、党中



央軍事委員会副主席、国家中央軍事委員会副主席の空軍上将である許其亮は、『習近平の強軍思

想を国防と軍隊建設の指導的地位としてしっかり確立せよ』と題する報告を第 19 回党大会で

行っている。しかしその内容は、上記の習近平の報告内容から出るものではなく、重複引用が

目立つ。 

特に作戦運用に関する部分は、習報告の引用に終始するか習近平の軍改革の内容を繰り返し

ているにすぎず、新鮮味はない。強調されているのは、表題からも明らかなように、党の指導

への絶対服従、「習近平の強軍思想」の礼賛、軍内での腐敗撲滅の成果などである。 

注目されるのは、これまでの「党の強軍思想」が「習近平の強軍思想」と呼ばれていること

である。このことは、党と国家の中央軍事委員会主席である習近平の軍事支配権が、「思想」と

称される水準にまで強化されたことを意味している。 

しかし他方で許其亮は、徐才厚と郭伯雄を名指しし、二人の「流毒の影響」を徹底的に排除

することを強調しており、軍内での彼らの影響力がまだ残っていることを示唆している。軍歴

のない習近平の軍事支配権はまだ堅固に確立されたわけではなく、今後も、軍改革の進展と並

行して、反腐敗闘争に名を借りた軍内での権力闘争は続くものとみられる。 

 
結言 

習報告の最後に、「中国の夢」と「強軍の夢」が併記されており、習近平の強軍思想に指導さ

れた「強軍」が、「中国の夢」を実現することそのものであり、「中国の夢」実現の最も重要な

基盤であり前提条件であることを意味している。「強軍」が実現されなければ、「中国の夢」が

実現されることはない。 

 中国の軍事力強化と力を背景とする覇権拡大は、習近平体制のもと一層拍車がかかるものと

予想される。 

(本論は<jbpress.ismedia.jp/category/jbpress>から転載されたものです。) 


